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(例)  ゲスイ タロウ 
 

下水 太郎 

 

(9)  ｢08 法人番号」欄には、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平

成 25 年法律第 27 号）第 58 条第 1 項又は第 2 項の規定により法人番号の指定を受けた者について、国税庁

長官から通知された 13 桁の法人番号を記載してください。 

 

(10) ｢13 本社（店）電話番号｣､｢14 担当者電話番号｣(必要があれば内線番号）欄及び「15 本社（店）FAX 番 

号」の各欄での市外局番､市内局番及び番号については、それぞれ「－（ハイフン)｣で区切り、（  ）は用い

ないでください。 

(例)  ０３－６８９２－２００８ 

 

(11) ｢17 メ－ルアドレス」欄については、当方からの業務上の連絡に対応でき得る（方の）アドレスを記載

してください。 

なお、メ－ルアドレスを持っていない場合は､｢なし」と記載してください。 

(例)  jswa-o_k@2-co.jp 

※  メ－ルアドレス中､｢大文字｣､｢小文字｣､｢-｣､｢_｣､｢.｣等は明確に記載してください。 

 

(12) ｢18 申請代理人」欄は、行政書士等が代理申請する場合に使用してください。 

なお、申請者の従業員が代表者に代わって申請書を作成し提出する場合は本欄への記載は不要です。 

(13) ｢19 外資状況」欄には、外資系企業（日本国籍会社を含む｡)の場合に、該当する会社区分の番号(１､２､ 

３のいずれか）に「○」印を付するとともに、［  ］内に外国名を、（  ）内に当該国の資本の比率をそれぞ

れ記載してください。 

なお､｢２ 日本国籍会社（100％)｣とは 100 パ－セント外国資本の会社を､｢３ 日本国籍会社」とは一部外 

国資本の会社をそれぞれいいます。 

(14) ｢20 営業年数」欄には、建設業法よる建設業の許可又は登録を受けた日から審査基準日までの期間の年 

数（その年数に年未満の端数があるときは、これを切り捨ててください｡)を、右詰めで記載してください。 

営業休止期間があるとき（建設業の許可又は登録を受けずに営業を行っていた場合を含む｡)は、その休 

止期間を排除した期間の年数（その年数に年未満の端数があるときは、これを切り捨ててください｡)を控除

した期間の年数を記載してください。 

また、営業の同一性を失うことなく組織変更を行った場合又は建設業を譲り受けた場合で、変更前又は 

譲り受け前にすでに建設業の許可又は登録を有していたことがあるときは、当該許可又は登録を受けた時を

営業年数の起算点としてください。                                

(15) ｢21 総職員数（人）」欄には、審査基準日における雇用期間を特に限定することなく雇用された者（建設

業以外の事業に従事する者を含む。）に、法人にあっては取締役又はこれらに準ずる者で常勤のものの数を、

個人にあっては、その者又はその支配人で常勤のものの数を加えた数を記載してください。 

  

(16) ｢22 設立年月日（和暦）」欄については、登記事項証明書記載の設立年月日を記載してください。 

(17) ｢23みなし大企業」欄については、中小企業基本法（昭和 38 年法律第 154 条）第 2条第 1 項第 1 号に規 

 定する中小企業のうち、発行済株式の総数又は出資金額の総額の 2 分の 1以上を同一の大企業が所有してい

る中小企業、発行済株式の総数又は出資金額の総額の 3分の 2 以上を大企業が所有している中小企業、大企

業の役員又は職員を兼ねている者が、役員総数の 2分の 1以上を占めている中小企業のいずれかに該当する

中小企業（みなし大企業）は、「□下記のいずれかに該当する」にレ点を入れ、上記に該当しない場合は「□

該当しない」にレ点を入れてください。 
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